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また、「夢洲等まちづくり事業調整会議」にて工事関連車両の走行台数等を把握することが

可能な夢洲の他事業については、当該事業も含めた複合影響を予測することとします。 

なお、大阪市都市計画都市高速鉄道北港テクノポート線環境影響評価書、2025年日本国際

博覧会環境影響評価準備書においては、各事業における環境影響が最大となる時期を対象と

して予測条件を設定していることから、本事業も含め、各々の環境影響が最大となる時期の

予測条件・結果を重ね合わせた場合、実態とかけ離れた過大な予測となることも想定されま

す。したがって、複合影響の予測を進めていく中で、予測対象時期など予測条件の設定の考

え方について検討することとします。 

さらに、港湾計画において大阪港取扱貨物量の増加が見込まれていることから、港湾計画

における物流車両に係る情報を把握することが可能な場合は、大阪市と協議のうえ、当該情

報を考慮した複合影響を予測することとします。 

 

 

出典：「第 7 回夢洲等まちづくり事業調整会議 資料 2-2」から抜粋（令和４年３月 25 日） 

・ 複合的な影響を低減するための他事業者との調整の考え方について、事業者に確認したと

ころ、次のとおり説明があった。 

〔事業者提出資料 1－2〕 

 

工事中の複合影響の低減について 

 

 工事中の他事業との複合影響については、住居等における環境影響が重なり合うことが想
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定される工事関連車両の走行等に伴う大気質、騒音、振動について配慮する必要があるもの

と認識しております。 

 工事関連車両の運行については、交通渋滞の抑制等も念頭に置き、特定の時間帯、特定の

道路への集中を防止する必要があるものと考えており、これについて、「夢洲等まちづくり事

業調整会議」等において運行時間帯の調整等により平準化を図ることを考えております。例

えば、生活環境への影響に十分配慮した上で夜間に資材搬入を実施するなどの方法を想定し

ております。ただし、詳細の計画については、今後検討してまいります。 

・ 工事中は、万博やインフラ工事など夢洲関連事業の関係車両の走行が重複することで、交

通混雑が懸念されることから、関係機関と連携し、渋滞についても予測を行うとともに、運

行時間帯だけでなく、必要に応じて工事工程についても調整を行う必要がある。 

・  また、やむを得ず建設資材等の搬入を夜間に行う場合は、資材搬入車両の走行による保全

施設への影響を避けるため、高速道路から此花大橋を通行する走行ルートの徹底を図る必要

がある。 

 

(4) 交通計画について 

・ 予測の前提となる本事業の来場想定交通量、駐車場台数の考え方について事業者に確認し

たところ、次のとおり説明があった。 

〔事業者提出資料 1－3〕 

 

本事業の来場想定交通量、駐車場台数の考え方について 

 

1．来場想定交通量について 

 来場車両の交通量については、まず年間来場者数から、ＭＧＭの事業経験を踏まえて繁忙

期における日来訪者数を試算し、そこに従業員数を合わせ、全体の発生交通量を設定します。

次に分布交通量を、全体の発生交通量と近畿内来訪者、近畿外来訪者、外国人来訪者、従業

員の各区分に対して、各種統計データ（国勢調査による人口比率、駅や空港等の利用割合な

ど）を基に設定し、交通手段分担率を第 5回近畿圏パーソントリップ調査や 2025 日本国際博

覧会（大阪・関西万博）立候補招致文書、2005 日本国際博覧会（愛・地球博）輸送実績、船

舶利用意向アンケート調査などを基に設定します。先に設定した来訪者別の分布交通量に、

交通手段分布率を乗じて交通手段別の交通量を算出し、パーソントリップ調査や大型バスタ

ーミナルの実績等を踏まえた平均乗車人数から車種別の自動車交通量を算出します。 

 

2．駐車場台数について 

 駐車台数については、ＭＧＭの実績に基づき時間帯別交通量、来場台数、退場台数などを

設定し、「繁忙期」「休日」「大規模イベント開催時」の 24 時間のうち、駐車台数が最大とな

る時間帯の台数を自家用車の必要駐車場台数と設定し、当該台数を踏まえて約 3,200 台を駐

車場整備台数としました。 

・ 来場想定交通量及び駐車場台数の設定に係る事業者の考え方は問題ない。 
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・ また、本事業の供用に伴う自動車交通による影響の低減について、事業者に確認したとこ

ろ、次のとおり説明があった。 

〔事業者提出資料 1－4〕 

 

自動車交通による影響の低減について 

 

供用後は大規模なバス輸送機能や船舶による輸送機能の導入及び鉄道等の公共交通利用

促進等を実行することにより、自動車交通量の抑制に努めます。また、ICT等を利用した交

通情報提供、公共交通利用促進、本事業に伴う資材・物資搬入等の物流の効率化など、総合

的な渋滞対策及び交通マネジメントにより、周辺交通への影響を低減させる計画です。 

・ 供用後、自動車交通量の増加による環境影響が懸念されることから、ICT の活用による移

動の最適化や他の交通機関の拡充等により、その影響を可能な限り低減するよう努められた

い。 

 

(5) 緑化計画 

・ 緑地を含めた生態系ネットワークの維持・形成の考え方について事業者に確認したところ、

次のとおり説明があった。 

〔事業者提出資料 1－5〕 

 

緑地を含めた生態系ネットワークの維持・形成の考え方について 

 

すでに実施した現地調査結果から一部重要種が見つかっていることを踏まえ、施設の供用

時に、緑地については、外周沿道部に一定の植樹帯を整備することで、自然環境の連続性の

確保に努めます。また、草地を確保することでこれを利用する種に配慮できるよう検討しま

す。さらに、緑地だけでなく、ＩＲ区域北側においてウォーターフロントの特性を活かし、

水鳥が利用可能な水辺の創出及び裸地の確保を検討し、生物が集える環境の創出に努めます。 

・ 水辺等を含む緑化計画の具体化にあたっては、専門家の助言を受けながら、事業計画地及

びその周辺地域の生態系を踏まえ、配置や植栽の樹種等について検討する必要がある。さら

に、植栽の選定にあたっては地域個体群への遺伝子汚染の影響を考慮するとともに、整備後

の生育状況の確認や外来種の繁殖防止の観点も含めた適切な維持管理計画についても検討さ

れたい。 

 

(6) 環境影響評価項目の選定等について 

・ 環境影響評価項目として、大気質、水質・底質、土壌、騒音、振動、低周波音、電波障害、

廃棄物・残土、地球環境、気象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあい活動の場の 15

項目を選定したとしている。 

・ 方法書に選定された各環境影響評価項目に係る検討結果については、「2 大気質」以降の各

項に記載のとおりである。 

・ 事業計画地は、浚渫土砂や廃棄物等の埋立地であることから、地下水を項目選定していな

い理由について事業者に確認したところ、次のとおり説明があった。 
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〔事業者提出資料 1－6〕 

 

地下水を選定しない理由について 

 

事業計画地が位置する夢洲３区においては令和２年度に、大阪港湾局による土壌及び地

下水の調査が実施されており、この既存資料調査により水質汚濁に係る環境基準等の超過

が確認されています。 

夢洲（３区）では海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律、土壌汚染対策法等に基づ

き、浚渫土砂や建設残土を受け入れて埋立が実施されていること、工場等が立地した履歴が

ないことなどを踏まえ、本事業計画地全域において土壌汚染対策法における形質変更時要

届出区域（埋立地特例区域）に指定されており、本事業による周辺地下水への汚染の恐れは

ありません。 

また、太陽光発電事業計画候補地である夢洲 1 区では、アスファルトによる被覆等がな

された土地において、設備設置作業等を行います。 

他に、本事業の建設工事中及び施設の利用においては有害物質を使用する計画はありま

せん。 

以上のことから、地下水の水質及び人の健康への影響はないと考え、環境影響評価項目に

選定しておりません。 

・ 地下水の項目選定をしないとする事業者の考え方について、問題はない。 

・ また、地盤沈下を項目選定していないことから、その理由について事業者に確認したとこ

ろ、次のとおり説明があった。 

〔事業者提出資料 1－7〕 

 

地盤沈下を選定しない理由について 

 

本事業において、工事中の地下水の強制排水＊は行わない計画としています。また、施設

供用時においても、地下水を利用する計画はないことから、本事業による影響はないと考え

られ、地盤沈下については環境影響評価項目として選定しておりません。 

なお、埋立層や建物等の載荷による圧密沈下防止策としては、第２天満砂礫層支持の杭基

礎構造とするなどの計画です。また、埋立地盤による不等沈下や抜け上がりに対しては、段

差解消策や躯体補強等の対策を検討していきます。 

＊不透水層まで根入れした遮水壁を設置する範囲は除く。 

・ 地盤沈下を項目選定しないとする事業者の考え方について、問題はない。 

・ その他の未選定項目については、本事業の内容と環境影響評価技術指針における環境影響

評価項目選定の基本的な考え方に基づいており、問題はない。  


